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意見提出の締切

意見の要旨
提出の締切
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提出された意見を踏まえ、施策等の案を修正
提出された意見に対する考え方の公表

施策等の素案など資料を公開

市役所、市民センターなどの公共施設への配置
市ホームページへの掲載

施策等の立案に際して基礎調査等の実施
（他自治体調査、関係機関との調整、
　ワークショップ・アンケート・説明会等の実施）

構想・検討段階で意見聴取

施策等の素案の完成

　第３条で、意見聴取を実施するタイ

ミングを素案が出来上がった段階に限

定していないため、必要に応じて施策

等の検討段階でも実施が可能である。

施策等…第２条２項

アンケート・説明会等…第３条第３項

　意見聴取を実施するかどうかは、原

課の判断に基づくが、適正な実施を確

保するため、意見聴取手続実施責任者

や意見聴取手続実施責任者連絡協議会

の判断による場合もある（第11条、規

則第11条）。

　意見聴取には「意見公募手続」と

「公聴会手続」の２つがあり、いずれ

か１つ以上の手続を実施する（第３

　意見を公表する１週間前を目途に、

市議会議員に資料を配布し、意見聴取

を実施する旨を周知する。

　意見聴取を行う対象が、条例のよう

に議会に諮る必要があるものの場合、

議案提出のタイミングも視野に入れて、

スケジュールを立てる必要がある。定

例会（２月・６月・９月・12月）の２

ヶ月前の中旬頃が総務管財課法規担当

への法規審査提出締め切りである。

　逆算すれば９月議会にかける条例で

あれば、７月中旬頃までに案を提出で

きるような日程で意見聴取を行う必要

がある。

　規則第４条で素案等の公表方法に、

広報きしわだを含んでいないが、意見

聴取を実施する旨の周知は必要である。

　広報きしわだの発行サイクル（毎月

１日）と原稿の締め切り（発行日の１

カ月半前）、市民への配布のタイミン

グ（実質７日頃）等を考慮する必要が

ある。

　たとえば、10月１日号に掲載する場

合、原稿の締め切りは８月15日であり、

実際に配布が完了するのは10月７日こ

ろである。意見公募で、実際に10月１

日から素案を公表していている場合、

意見提出の締め切りは、規則上は10月

31日でも構わないが、実情に配慮すれ

ば11月７日以降にするのが望ましいと

考えられる。

意見聴取の実施の決定

施策等の案の決定、議会提出

意見聴取手続

補足説明手続の流れ


